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発表日：2022 年 5 月 10 日（火） 

品目別データにみる今回の物価上昇の特徴 
～食料・エネルギーのほかに何が上がっているのか？～ 

第一生命経済研究所 経済調査部  

主任エコノミスト 星野 卓也（℡：03-5221-4547） 

（要旨） 

〇4月の都区部 CPIの内容をみると、食料・エネルギー以外（米国型コアの品目）の上昇寄与度上位

品目には宿泊料などのサービス、電気冷蔵庫などの家電製品が含まれており、世界的なサプライ

チェーン停滞や国内の人手不足といった要因が国内の物価にも影響していることが垣間見える。 

○今回の物価上昇は、資源価格上昇で多くが説明できた 2008年の物価上昇とはやや様相が異なるよ

うだ。賃金全般の伸び悩みの中で食料・エネルギー以外の物価上昇は限定的、との見方がメイン

シナリオではあるが、複数要因が重なることで上昇率が高まるリスクに気を払いたい。 

 

〇食料・エネルギー以外の上昇品目は？ 

 6日に 4月の東京都区部消費者物価が公表され、総合指数は前年比＋2.5％、生鮮食品を除くコア指

数は＋1.9％の上昇となった。資料１は 4月の都区部 CPIの前年比寄与度分解を行った図である。4月

は携帯電話料金値下げのマイナス寄与が剥落したことのほかは、エネルギーや食品価格の上昇で物価

上昇のほとんどが説明される形になっている。一方で、食料（酒類除く）・エネルギー除く指数（米

国型コア）の前年比伸び率は 4月＋0.3％の上昇、前月比でも＋0.4％と上昇しており足元の基調は上

向きつつある。 

 資料２では、今回の物価上昇の特徴を推し量るために、この米国型コア指数の品目について前年比

寄与度の上位 25品目をまとめてみた。原油をはじめとした資源価格の上昇が顕著だった 2008年につ

いても同様に上位項目をまとめている。 

 

資料１．東京都区部 CPI・前年比寄与度分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）総務省「消費者物価指数」より第一生命経済研究所が作成。 
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資料２．東京都区部 CPI・米国型コア品目・寄与度上位 25品目 

＜2022年 4月＞ 

品目 前年比(%) 前年比寄与度(%pt) 

9300 宿泊料 6.14 0.070 

3030 持家の帰属家賃 0.30 0.061 

4021 電気冷蔵庫 21.63 0.041 

9722 バッグＢ 13.94 0.033 

9205 新聞代（全国紙） 4.30 0.026 

3104 給湯器 7.08 0.025 

5182 婦人用コート 10.39 0.020 

8060 大学授業料（私立） 1.10 0.017 

9313 講習料（水泳） 4.28 0.017 

4093 ソファ 15.19 0.016 

3162 屋根修理費 6.17 0.014 

9013 テレビ 6.74 0.014 

8001 ＰＴＡ会費（小学校） 8.46 0.013 

7331 自動車整備費（定期点検） 6.40 0.012 

7070 航空運賃 6.41 0.012 

9357 ゴルフプレー料金 2.97 0.011 

7446 携帯電話機 1.76 0.011 

9505 エステティック料金 10.00 0.011 

9799 たばこ（国産品） 6.98 0.011 

9140 競技用靴 14.45 0.010 

9081 プリンタ 18.99 0.009 

4115 照明器具 21.74 0.009 

4413 トイレットペーパー 6.63 0.009 

8030 高等学校授業料（私立） 1.21 0.008 

4032 電気掃除機 10.02 0.008 
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＜2008年 9月＞ 

品目 前年比(%) 前年比寄与度(%pt) 

9305 外国パック旅行 11.64 0.106 

3032 持家の帰属家賃（木造中住宅） 0.79 0.084 

9193 ペットフード（ドッグフード） 18.85 0.041 

7070 航空運賃 9.13 0.030 

5611 婦人靴 8.94 0.027 

9357 ゴルフプレー料金 4.84 0.019 

9741 指輪 22.39 0.018 

5241 婦人セーター（長袖） 8.26 0.017 

6090 サプリメント 11.59 0.014 

7060 タクシー代 4.40 0.014 

5192 女児スカート（夏物） 27.00 0.013 

9145 トレーニングパンツ 5.15 0.013 

2021 ビール 2.64 0.012 

9721 ハンドバッグ 7.40 0.011 

4413 トイレットペーパー 10.84 0.011 

2011 焼ちゅう 7.55 0.011 

4092 食堂セット 7.76 0.010 

3016 公営家賃 1.01 0.010 

7430 移動電話通信料 0.66 0.010 

5632 運動靴（子供用） 18.15 0.009 

6222 人間ドック受診料 17.99 0.009 

5221 男子セーター 10.56 0.009 

9622 シャンプー 12.37 0.009 

8060 私立大学授業料 0.59 0.009 

3101 浴槽 6.81 0.008 

（出所）総務省より第一生命経済研究所が作成。（注）前年比寄与度は総合指数に対する寄与度。「バッグ B」は輸入ブランド品。

2008 年の値は米国型コア指数の伸びがピークだった 9 月の値、当時の品目分類・ウェイトによる。 
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○今回は資源価格以外の要因も 

 2008年 9月の米国型コア指数対象品目における上昇寄与品目をみていくと、外国パック旅行や航空

運賃、タクシー代といった燃料費高騰が波及したとみられる品目が上位に並ぶ。ペットフードや衣料

品、シャンプーも原材料価格の上昇が波及したとみられる品目である。米国型コア指数品目の中にお

いても“資源価格上昇”の川下価格への転嫁、と考えられる品目が目立つのが特徴である。 

それに対して、2022年 4月の上昇寄与の上位には、宿泊代や講習料（水泳）、屋根修理費・自動車

整備費1、エステティック料金といったサービスが含まれる。資源価格の上昇も影響していようが、ス

ポーツインストラクターや自動車整備工の給与はコロナ前から人手不足に伴って上昇しており、そう

した傾向が続いていることが価格にも反映されていると考えられる。宿泊代の上昇はコロナ後のリバ

ウンド需要を映したものでもあろう。また、4月の上昇品目には家電や家具も含まれている。原油高に

よる輸送コストの上昇のほか、半導体不足などの世界のサプライチェーン影響も効いていると考えら

れる。 

 

○今後の米国型コアの動向・内容が重要に 

 アメリカでは、食料品やエネルギー価格の上昇に加えて、サプライチェーンの停滞や脱コロナに伴

う需要の急回復、離職率の急増や労働供給の回復の遅れからくる人手不足と賃金上昇が相まって、物

価全般が上昇している。日本ではコロナ期を通じて雇用調整助成金をはじめとした「雇用維持」重視

の政策が行われたため、労働供給の減少は海外に比べて抑制されている。昨年の緊急事態宣言明けの

消費環境からはリベンジ消費も局所的なものにとどまる可能性が高いとみられ2、アメリカのような極

端な物価上昇が日本で起こる可能性は低いだろう。 

一方で、現在の日本の物価上昇も内容を見ると、サプライチェーン影響、資材・人手不足、といっ

要因が垣間見えるものとなっており、世界で起きているインフレ要因と日本経済が無縁でいるわけで

はない。基本的に広範な賃金上昇が伴わない物価上昇に持続性はない、というのがセオリーではある

が、コロナ期を通じた消費の手控えで家計には強制貯蓄が積み上がっている。これが一時的に家計の

物価上昇に対する耐性としての役割を果たすことも考えられる。今後の日本の CPIにおいて、食料・

エネルギーの上昇のほか、これらを除いた米国型コア指数がどれだけ上昇するか、その内容に資源高

騰以外の要因がどれだけうかがえるか、といった点にも注視が必要であろう。 

以上 

 
1 2021 年 10 月に車検更新にかかる法定手数料が引き上げられたことも影響。 

2 Economic Trends「年末消費の動向にみる今後のリベンジ消費の形」（2022 年 2 月 8 日発行）

https://www.dlri.co.jp/report/macro/181812.html もご参照ください。 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/181812.html

